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　トップ ＞ 会議等一覧 ＞ 構造改革特別区域推進本部

「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」（平成１８年１０月２日～３１日）
について 

内閣官房構造改革特区推進室 
内閣府規制改革・民間開放推進室 

１．概
要 

　平成１８年１０月２日から３１日までの間、以下のような提案・要望を募集する「特区、規
制改革・民間開放集中受付月間」を実施します。 
　構造改革特区、規制改革及び民間開放の各制度の内容につきましては、下記ホームページを
ご参照下さい。 
　なお、各制度についてご不明な点等ございましたら、４．連絡先までお問い合わせ下さい。 
　

○特区について

　 「わがまち元気　特区・地域再生」
http://www.wagamachigenki.jp/saisei/index.
html

○ 規制改革、民間開放について

　
規制改革・民間開放推進会議 http://www.kisei-kaikaku.go.jp/accept/index.

html

　
（１） 構造改革特区に関する提案

1) 構造改革特区に関する第１０次提案を受付けます。
2) 規制改革に関する提案については、多くの規制改革を可能な限り速やかに、少なくと

も構造改革特区において実現するよう、構造改革特区推進室と規制改革・民間開放推
進室が連携して取り組みます。

　
（２） 全国規模の規制改革及び民間開放の要望

1) 全国で実施すべき規制改革要望（特区に関する提案以外のもの）及び運営主体の制限
が行われているなど公的関与の強い市場等の民間開放の推進といった民間開放に関す
る要望について、幅広く受付け、規制改革・民間開放推進室が取り組みます。

２．提案・要望事項の取り扱
い 

（１）関係省庁との調整等
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《特区で実現を希望》
1) 地方公共団体又は民間事業者等が実施したいと考える取組みについて、これを推進する上で

直面する問題の解決策として、構造改革特区で実現しようとする措置を提案して下さい。
　
2) 構造改革特区での実現を希望する措置については、構造改革特区推進室が関係省庁と調整し

ます。その結果「特区で実施」、「全国で実施」又は「今後検討」となることがあります。
ご提案頂いた内容についての関係省庁の回答、調整の経過については構造改革特別区域推進
本部ホームページ上で公開いたします。

　
3) 既に特区で認められている規制の特例措置を全国化する提案については、構造改革特区推進

室が中心となって関係省庁と調整を進めます。
　
《規制改革（全国、特区いずれでも可）を希望》
4) 規制改革要望であって、全国・特区にかかわらず、いずれかにおいて実現を求めるものにつ

いては、構造改革特区推進室が関係省庁と調整を進めます。
　
《規制改革（特区ではなく全国規模で実現）を希望》
5) 全国規模の規制改革要望として提出されたものについては、規制改革・民間開放推進室が関

係省庁と調整いたします。さらに、必要に応じて、規制改革・民間開放推進会議においても
審議いたします。調整の経過については同会議及び規制改革・民間開放推進本部のホームペ
ージ上で公開いたします。 
ただし、同様の提案内容が他の主体から特区に関する提案として提出された場合には、原則
として構造改革特区推進室が中心となって関係省庁と調整を進めます。（調整の経過につい
ては構造改革特別区域推進本部ホームページ上で公開いたします。）

　
（２）政府としての対応方針の決定
　構造改革特区に関する措置の提案で、「特区で実施」、「全国で実施」又は「今後検討」と
なったものは、来年２月を目途に構造改革特別区域推進本部において対応方針を決定いたしま
す。 
　さらに、全国規模の規制改革及び民間開放の要望で実施することとなったものについては、
来年２月を目途に規制改革・民間開放推進本部において決定いたします。

３．提案・要望の方法

（１） 提案・要望主体
地方公共団体、民間企業、各種団体、個人等を問わず、どなたでも提案・要望できま
す。

　
（２） 募集期間

平成１８年１０月２日（月）から３１日（火）まで 
（ただし、電子メールによる提出の場合には、３０日（月）正午までに必着となってお
りますのでご注意下さい。）

　
（３） 提案の募集要領等

提案の募集要領等については、以下に示す別紙を参照して下さい。
1) 構造改革特区に関する提案

募集要領　別紙１　：様式1
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2) 全国規模の規制改革・民間開放要望

募集要領　別紙２　： 様式２

４．連絡先

○構造改革特区推進室
　 （　新田(にった)　　０３－５５２１－６７４６）

（　佐藤　　０３－５５２１－６６１３）
　
○規制改革・民間開放推進室
　 （　安藤　　０３－５５０１－２８１９）
　 （　金城　　０３－５５０１－２８２５）

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/kouhyou/060904/betu2.html
http://www.kisei-kaikaku.go.jp/accept/200611/index.html


　トップ ＞ 会議等一覧 ＞ 構造改革特別区域推進本部

（別紙1）

構造改革特区の提案募集について（募集要領）

１．趣旨

　構造改革特区については、これまで９回にわたり提案募集を実施し、地方公共団体や民間事業
者等から広く提案を受付け、８次の提案迄に特区と全国を合わせて５４７項目（有識者会議意見
の９項目を含む）にも及ぶ規制改革を実現してまいりました。 
　また、規制の特例措置を全国展開するための評価も進められており、これまでに評価の対象と
なった特例のうち１０６の特例が全国展開されることとなりました。 
　このように、特区を活用した地域活性化への取組が広がる中で、今後、さらに地域や民間の知
恵と工夫を活かした競争を推進するため、規制の特例措置の一層の拡充が期待されておりま
す。 
　政府では本年１０月の１ヶ月間を「集中受付月間」とし、構造改革特区の提案募集を行います
ので、以下の事項にご留意の上、ふるってご提案下さい。 

２．提案主体
　地方公共団体、民間企業、各種団体、個人等を問わず、どなたでもご提案頂けます。 

３．提案のポイント

（１）規制改革の提案に関する留意事項
1) 検討の対象となる提案の内容

イ 　当該提案に基づく特例の導入により推進される取組みが具体的に示されている
もの（注）。また、当該取組みが次のいずれにも該当するもの。
ａ．実現性が乏しくないもの
ｂ．経済的社会的効果が見込まれるもの

ロ 　単なる税財源措置の優遇を求めるものでないもの
ハ 　提案の実現により、全国的な構造改革が進むと認められるもの

　
（注） 　特区の提案については、規制の所在が不明確な提案は検討対象外といたします

のでご注意下さい。
　

2) 　提案書の作成に関する留意事項
イ 　提案の背景やニーズ・効果等が具体的に分かるように記載して下さい。
ロ 　各自治体や企業等において実施したい具体的事業の内容についても、できる限

り具体的に記載して下さい。
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ハ 　既存の制度においても提案目的を実現できる場合、新たな提案事項が必要な理
由をご提示下さい。また、既に認定された特区計画を拡充する提案に関しては、
新たな規制改革の導入により、どのような効果が見込まれるのか具体的に記載し
て下さい。

ニ 　規制の特例を設けることにより想定される弊害がある場合、それに対する予防
措置（代替措置）の提案があれば、あわせてご提示下さい。

3) 　再提案に関する留意事項
イ 　過去の提案募集において実現できなかった事項を再提案する場合に関して、当

室と各省庁との過去のやりとりを踏まえずに、全く同一内容の提案を繰り返し行
うケースが見られますが、提案の実現可能性を高めるためにも、過去の提案募集
における各省庁の回答に対する反論や懸念事項の具体的な解決方法等を明らかに
して下さい。なお、過去の提案募集で類似の提案がなされたか否かは、構造改革
特別区域推進本部のホームページで確認することができますので、ご活用下さ
い。

ロ 　過去の提案募集において実現できなかった事項であっても、過去の提案とは異
なる視点からのアプローチにより当初の目的の達成が可能となる場合もあります
ので、様々な視点からご検討頂き、ご提案下さい。

　
（２）その他

　
提案に当たっては、実現性を高めるため、「もみじキャラバン」への参加、各地域の特区エ
キスパート（注１）への相談、及び当室への事前の相談（注２）、を積極的に行って頂きま
すようお願いいたします。

　

（注１） 特区エキスパートについては以下のホームページを参照下さい。
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/osirase/0504.pdf

（注２） 当室への相談には、メール相談窓口をご利用下さい。
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou/goiken.html

　
（３）認定申請と提案募集の違いについて

・ 　今回の提案募集は、特区における規制の特例措置の拡充を行うためのものであって、構
造改革特区計画の認定申請とは異なります。

・ 　今回の提案を行ったか否かにより、個別の構造改革特区計画の認定にあたって有利又は
不利となるようなことはありません。

４．提案の方法

（１）提案書の様式
　 ・ 　「様式１」に必要事項を記入して下さい。
　

　 ※ 　指定様式以外の様式（過去の提案募集で使用した様式を含む）による提案は様式不備と
なりますのでご注意下さい。

　 ※ 　提案書の様式は当室のホームページからダウンロードできるようになっております。
また、次のホームページからもダウンロード可能です。

　 ・ 　社団法人日本経済団体連合会（http://www.keidanren.or.jp/indexj.html）

　 ・ 　日本商工会議所（http://www.jcci.or.jp/）

　 ・ 　社団法人日本ニュービジネス協議会連合会（http://www.nbc-japan.net/）
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　 ※ 　記入にあたってはホームページの各コード表を参照して下さい。 

別表１：都道府県コード表　　　　別表４：提案主体分類コード表

別表２：地方公共団体コード表　　別表５：提案分野コード表

別表３：民間機関等コード表

　
（２）提出方法
　 郵送、持参、又は電子メールにより提出して下さい。
　

1) 郵送又は持参の場合
○ 提案書２部及び電子媒体一式を提出
※ 郵送の場合には、封筒の表面に「提案書在中」と朱書きして下さい。

・提案書　２部

【留意事項】
イ 　提案書は、片面印刷にして下さい（両面印刷は避けて下さい。）。
ロ 　全ての書類（提案書、参考資料）はダブルクリップで綴じて下さい（ホチキス

や外れやすいクリップは避けて下さい。）。
ハ 　オリジナルの原稿がA4サイズではない参考資料は、必ずA4サイズに縮小した

ものを添付して下さい。
ニ 　カラー原稿でなければ表現することができない内容である等、特別な事情がな

い限り、原稿は極力、白黒で作成して下さい。
ホ 　様式１、添付資料の順番にクリップ止めして下さい。

　
・提案書（電子データ）を保存した電子媒体（FD、MO又はCD-R）　1式

【留意事項】
イ 　電子媒体には、次のようにラベルを付して下さい。

「提案主体名　提案名」
　なお、「提案主体名」について、複数の主体による共同提案の場合は、連絡先
として様式１に記載されている者又は団体の名称を記入し、提案主体が個人の場
合は「個人」と記入して下さい。
　また、「提案名」には、様式１の「具体的事業を実現するために必要な措置
（事項名）」を記入して下さい（事項名が長い場合等には、提案を体現する簡略
な名称を記載）。

　
※ 　特区の提案については、同一提案主体から提出できる電子媒体及び電子

ファイルの数は一つのみとします。同一提案主体から複数の電子媒体及び電
子ファイルを提出することはできません。

　
ロ 　電子媒体に保存するファイルの名称は、次のように付して下さい。

「提案主体名 提案名」
「提案主体名」、「提案名」は、イと同様に記入して下さい。

※ 　同一提案主体が複数の特区提案を行う場合、全ての提案を必ず同一ファイ
ル内の同一シートにまとめて記載して下さい。
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ハ 　参考資料は、電子データ化し、電子媒体に保存して下さい。

　
2) 電子メールの場合（データ容量2Mバイト未満の場合のみ）

○ 提案書（電子データ）一式を添付して提出
※ 提案書、参考資料全てのファイルを添付し、【　toc@cas.go.jp　】まで送付してくだ

さい。 
また、送付後、下記まで到着確認のご連絡をいただければ幸いです。 
　　　　　（構造改革特区推進室　03-5521-6611、6746）

【留意事項】
イ 　電子メールの表題は「提案書送付　提案主体名」と記載して下さい。

「提案主体名」について、複数の主体による共同提案の場合は、連絡先として様
式１に記載されている者又は団体の名称を記入し、提案主体が個人の場合は「個
人」と記入して下さい。

　
ロ 　電子ファイルのファイル名は、次のように付して下さい。

「提案主体名 提案名」
「提案主体名」は、イと同様に記入して下さい。また、「提案名」には、様
式１の「具体的事業を実現するために必要な措置（事項名）」を記入して下
さい（事項名が長い場合等には、提案を体現する簡略な名称を記載）。

　
※ 　特区の提案について、同一提案主体から提出できる電子ファイルの数は一

つのみとします。同一提案主体から複数の電子ファイルを提出することはで
きません。

※ 　同一提案主体が複数の特区提案を行う場合、全ての提案は必ず同一ファイ
ル内の同一シートにまとめて記載して下さい。

　
ハ 　参考資料は、電子データ化し、提案書と併せて送信して下さい。

　
二 　添付ファイルの合計容量は最大で2Mバイト未満になるようにしてください。

システム上、2Mバイト以上のメールについては受け付けられないことがありま
すので、ご注意下さい。

　
（３）募集期間
　 平成１８年１０月２日（月）から３１日（火）まで（ただし、下記事項にご留意下さい。）
　

※ 持参の場合は、上記募集期間の平日の１０:００～１７:００までの間に、下記（４）の
提出先にお越し下さい。ただし、最終日（３１日）は１０：００～１２：００までの
受付けとなりますのでご注意下さい。

※ 郵送の場合は、１０月３１日正午までに必着となるように発送して下さい。
※ 電子メールの場合は、１０月３０日正午までに必着となるように送信して下さい。
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※ 期限に遅れて受領した提案や期限までに提案書の不備が修正されなかった提案は、本
提案募集において受付けないこととしますので予めご注意下さい。また、郵便事故や
通信事故により未着・遅着となった提案についても、本提案募集においては受付けな
いこととなりますのでご注意下さい。 
　受付期限間際のご提出の場合、提案書の不備を修正することが困難となりますの
で、できる限り早めに提案書をご提出頂きますようお願いします。

　
（４）提出先
　 特区の提案は、下記までご提出下さい。
　 ○ 内閣官房構造改革特区推進室内　提案募集担当

＜住所＞　〒１０５－０００１　東京都港区虎ノ門１－２３－７　第２３森ビル６階

.５．その他

　提案内容の詳細等を確認するために、提案書に記載された連絡先に構造改革特区推進室より、
お問い合わせをさせて頂く場合がございますのでご留意下さい。 

お問い合わせ先 
構造改革特区推進室　　　　 
　　担当　：　新田(にった)、佐
藤 
　　０３－５５２１－６７４６



　トップ ＞ 会議等一覧 ＞ 構造改革特別区域推進本部

（別紙2）

全国規模の規制改革及び民間開放要望の募集について（募集要項）

１．趣旨

　生活者・消費者本位の経済社会システムを構築するとともに、経済を活性化するためには、個
人や企業の日々の活動に係る様々な規制について緩和・撤廃を行うことが重要です。また、サー
ビス等の提供主体が一定の法人等に限定されている等公的関与の強い分野についても、サービス
等の質の向上、ビジネスチャンスの拡大等の観点から、民間開放を進めていく必要があります。
政府は、国民、経済界からの規制改革・民間開放要望には常に門戸を開いており、総理の諮問機
関である「規制改革・民間開放推進会議」のホームページを通じて随時、意見・要望を提出いた
だけるようになっています。 
　一方、経済社会情勢は日々変化しており、近年そのスピードはつとに速まっていることから、
日常の取組に加えて、分野を問わず広く経済社会各層から規制改革・民間開放要望を募り、短期
的･集中的に改革の実をあげていくことが時代の要請となっております。また、要望の受付から
検討・調整に至るプロセスを公開し透明性を確保することにより、制度の現状や問題点が明らか
となり、改革の必要性に対する国民の理解も深まるものと考えます。 
　このような認識に立ち、政府では、「規制改革・民間開放推進のための基本方針」（平成１６
年５月２５日規制改革･民間開放推進本部決定。平成１７年５月１１日改定）において、規制改
革･民間開放に係る要望を集中して受付ける月間を年２回設け、要望に基づく制度改革の成果を
政府の対応方針として推進本部決定することとしております。 
　今回の要望募集は、本年度２回目の集中受付月間の活動として行うものです。この機会を活用
して、具体的なニーズに基づく規制改革・民間開放要望を多数お寄せいただければ幸いです。 

２．応募のポイント（募集の対象等について）

１）要望の対象

　○全国規模の規制改革要望及び民間開放に関する要望
　・ 特区ではなく全国規模で実現を望む規制改革要望及び運営主体の制限が行なわれているな

ど公的関与の強い市場等の民間開放の推進に関する要望を対象とします。法令上の問題で
なくとも、運用が規制的で問題がある場合も、要望の対象とします。

　・ なお、昨年度、民間開放に関する要望の一環として、ご提案いただいておりました「市場
化テスト」に関する要望につきましては、「公共サービス改革法」に基づき、内閣府公共
サービス改革推進室において既に７月１１日より８月１０日まで意見募集の受付を行なっ
たところであり、今回の対象からは外させて頂きます。

２）応募にあたってのお願い

http://www.kantei.go.jp/
http://www.kantei.go.jp/index.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/index.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/index.html


　下記の点にご留意いただき、ご提出ください。
　・ 要望内容をできる限り具体的にご記入ください。
　・ 単に税財源措置の優遇を求めるものや関係省庁等への苦情は、対象といたしません。それ

らに該当するものが提出された場合には、当室にてお断りさせていただくこともございま
す。

３）要望に関する再意見の募集

　 　関係省庁と調整の過程で、関係省庁から一次回答が出てまいりますが、その回答に対し更
にご意見がございましたら、当室までご提出ください。その際には、同様の要望に対する各
省庁の回答への反論や懸念事項の具体的な解決方法等をできる限りご提示ください。

３．応募方法

１）応募様式

　・ 様式２をお使いください。記入要領をご参照いただき、要望種別を下記のとおりご記入く
ださい。

全国規模の規制改革要望　→　様式２の要望種別欄に「A」とご記入ください。
民間開放要望　　→　様式２の要望種別欄に「B」とご記入ください。

２）提出方法

▽郵送・持参、又は電子メールにより提出して下さい。
１）郵送又は持参の場合
　○全国規制改革・民間開放要望書　４部

　様式２並びに添付資料を要望ごとにクリップ止め

【留意事項】 

　作業を円滑に進めるため、以下諸点にご留意ください。 

1) 　提出原稿は、片面印刷にしてください。（両面印刷は避けてください）
2) 　書類はダブルクリップで綴じてください。（ホチキスや外れやすいクリップは避けてく

ださい）
3) 　A4サイズでは表現できない内容を含む図面であっても、必ずA4サイズに縮小したものを

添付してください。
4) 　A3サイズの資料を織り込むことは、極力避けてください。
5) 　カラーでなければ表現することができない内容である等、特別な事情がない限り、資料

は極力、白黒で作成願います。

　○上記資料の電子媒体（ＦＤ、ＭＯ又はＣＤ－Ｒ）　１式

http://www.kisei-kaikaku.go.jp/accept/200611/index.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/kouhyou/060904/yousiki2.pdf


　様式２については、必ず電子ファイル（エクセル形式）をＦＤ、ＭＯ又は、ＣＤ－Ｒによ
りご提出ください。

【留意事項】 

　応募様式の電子ファイル（エクセル形式）は、次のホームページからもダウンロード可能で
す。

　構造改革特区推進室（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/index.html）

　社団法人日本経済団体連合会（http://www.keidanren.or.jp/indexj.html）

　日本商工会議所（http://www.jcci.or.jp/）

　社団法人日本ニュービジネス協議会連合会（http://www.nbc-japan.net/）

２）電子メールの場合（データ容量が２Mバイトを超える場合はご相談下さい。）
　・電子メールでの提出をご希望される方は、下記までご連絡下さい。アドレス等お知らせ致
します。
　（規制改革・民間開放推進室　03-5501-2819、2825　安藤、金城）

　○全国規制改革・民間開放要望書（電子データ）一式を提出

【留意事項】 

　作業を円滑に進めるため、以下諸点にご留意ください。 

1) 　電子メールの表題は「要望書提出　要望主体名」を記載して下さい。
・「要望主体名」については、様式２に記載されている者又は団体の名称を記入し、要望
主体が個人の場合は「個人」と記入して下さい。

2) 　電子ファイルのファイル名は、「要望主体名　（件数）」として下さい。
・同一要望主体が複数の要望を行なう場合には、全ての要望を同一ファイル内の同一シー
トにまとめて記載して下さい。
・「件数」については、要望全体の件数が分かるように記入して下さい。

3) 　参考資料は、電子データ化し、要望書と併せて送付下さい。
4) 　添付ファイルの合計が２Mバイトを超える場合は、必ずご相談下さい。システム上、２

Mバイト以上のメールについては受け付けられないことがありますので、よろしくお願い
します。

３）募集期間

平成１８年１０月２日から３１日まで（ただし、下記注意事項にご留意下さい。）

http://www.kisei-kaikaku.go.jp/accept/200611/index.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/index.html
http://www.keidanren.or.jp/indexj.html
http://www.jcci.or.jp/
http://www.nbc-japan.net/
http://www.kisei-kaikaku.go.jp/accept/200611/index.html


・ 持参の場合は、上記募集期間の平日の１０：００～１７：００までの間に下記（４）の提出
先にお越し下さい。ただし、最終日（３１日）は１２：００までの受付けとなりますので、
ご注意下さい。

・ 郵送の場合は、１０月３１日正午までに必着となるように発送して下さい。
・ 電子メールの場合は、１０月３０日正午までに送信下さい。
・ 受付期限間際のご提出の場合、要望書の不備を修正することが困難となりますので、出来る

限り早めのご提出をお願い致します。 

４）提出先

　「全国規模の規制改革要望及び民間開放要望」（様式２）については規制改革・民間開放
推進室に提出してください。
　それ以外の提案（特区の提案を含む場合、並びに、全国、特区いずれでも可の規制改革要
望）については、構造改革特区推進室に提出してください。各組織は、本件に関する情報を
共有することとしてりますが、事務処理上の混乱をきたさないよう、本手続きの遵守をお願
いします。

　 （提出先）
　 　内閣府規制改革・民間開放推進室内　要望募集担当
　 　＜住所＞〒１００－００１４
　 　　　　　　東京都千代田区永田町１－１１－３９永田町合同庁舎２階

４．応募に関する事前相談

　応募にあたり、ご不明な点等がございましたら、要望の実現性を高めるため、下記相談窓口
（規制改革・民間開放推進室　要望募集担当）までご連絡ください。
＜質問・相談例＞
　・要望をどこに出してよいかわからない。
　・全国規模の規制改革要望とすべきか、特区で実現を目指すべきか。
　・規制改革要望とすべきか民間開放要望とすべきか。　　　　　　　など

　過去に提出された要望に関する調整の経緯等も下記ホームページに掲載されております。応
募にあたっては、是非ご参照いただきますようお願い申し上げます。

（規制改革・民間開放要望集中受付月間対応に関するホームページ）
http://www.kisei-kaikaku.go.jp/accept/index.html

５．規制改革に関するフォローアップについて

　これまでに実現した規制改革措置のうち、実際の現場においては、それに沿った運用がなさ
れていないなどの問題がございましたら、この機会に、下記までご連絡いただきたいと存じま
す。当室にて、状況を確認のうえ、規制改革・民間開放推進会議で取り上げるなど、フォロー
アップを進めてまいります。

http://www.kisei-kaikaku.go.jp/accept/index.html


規制改革・民間開放推進室 FAX ０３－３５０４－０６５１

安藤 ０３－５５０１－２８１９

金城 ０３－５５０１－２８２５




















